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韓国の合計特殊出生率 1（total fertility rate）は 1960 年の 6.0 から 1983 年に人口置換水
準 2 の 2.1 まで減少し，1980 年代半ばから約 10 年間 1.5 ～ 1.7 台を維持する安定的な水準









年「第 1次低出産高齢社会基本計画（2006 ～ 2010 年）」（「セロマジ 2010 プラン」），2010
年「第 2次低出産高齢社会基本計画（2011 ～ 2015 年）」（「セロマジ 2015 プラン」），2016





























































































市の出生児数は 1970 年の 15 万 2 千人から 1981 年 20 万 3 千人に増加した後，1992 年か
ら急激に減少した。2019 年（現在）ソウル市の出生児数は 5万 4千人であり，2001 年 11
万 5 千人と比べると 6万 1 千人が減少し，10 年以内に半減したことになる。一日平均出
生児数は，1982 年 543 人だったが 2012 年にはその半分にも満たない 257 人となり，2018
年には 159 人になった。
合計特殊出生率は 1970 年 3.05 から 1982 年人口置換水準（TFR2.1）より低い 2.05 まで
低下し，その後も低下傾向が変わらず 2005 年に 0.93 という最低水準を記録した。その以
降は 1.0 の水準で増減してきたが，最近 5年間では減少傾向が著しくなり，2018 年には最
























































































































全国 0.98 京畿道 1.00
ソウル特別市 0.76 江原道 1.07
釜山広域市 0.98 忠清北道 1.17
大邱広域市 0.99 忠清南道 1.19
仁川広域市 1.01 全羅北道 1.04
光州広域市 0.97 全羅南道 1.24
大田広域市 0.95 慶尚北道 1.17
蔚山広域市 1.13 慶尚南道 1.13





























































象者より社会階層が高い。利用者の性別は，女性が 28 人，男性が 2人（父親 1人，祖父 1人）
で，女性保護者の利用が圧倒的に多い。また女性の職業は主に専業主婦が多く，年齢層は















人」が 1人，「子ども 3人」が 5人，「子ども 2人」が 18人，「子ども 2～ 3人」が 2人，「子







子どもの障がいが心配であるということである。対象者の年齢は，20 代は 0人，30 代 21 人，









































い。ちなみに，韓国の私教育費の総額は約 18 兆 1 千億ウォン（約 1.8 兆円），私教育を受




























































韓国は現在（2018 年），オリニジプ（保育施設）の入園制限がなく 0歳～満 5歳の子ど
もに対し所得階層と関わりなく「全面無償保育・教育」を実施している。
表３　経済的な育児支援の種類（韓国）
注：養育手当の金額は，12 ヶ月未満 200,000 ウォン（約 20,000 円），24 ヶ月未満 150,000




区分 支援 支給時期 支給方式 主管機関
オリニジプ利用  カード発給 保健福祉部
(満0～5歳) （子ども愛カード） 指定金融機関

















ソウル市では出産奨励金として第 1子には 10 万～ 30 万ウォン，第 2子には 50 万ウォン，













































また，ソウルの調査の親（調査対象者）の年齢が 30 代と 40 代であるという事実から，
都市中・高所得層の晩婚化・晩産化がうかがえる。晩婚化は，晩産化につなぎ，また晩産
化は高齢出産というリスクを伴うため，結婚しても子ども産まないことを選択する夫婦，






























































































2名（6歳・2歳） 無い・2名 夫婦と未婚の子供 7,000～10,000 社宅
2 M2 女 41 叔母 　 2名（6歳・4歳） 4名 　 　 　





2名（女4歳・女1歳） 無い・2名 夫婦と未婚の子供 10,000以上 賃貸
4 M4 女 35
専業主婦
［会社員］
2年制大学 2名（女4歳・男2歳） 無い・3名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 賃貸
5 M5 女 34
専業主婦
［会社員］
2年制大学 1名（女4歳） 無い・2－3名 夫婦と未婚の子供 5,000～7,000
父母所有の
自宅で同居





1名（女１歳） 有り・2名 夫婦と未婚の子供 1,000～3,000 賃貸





2名(男5歳・女3歳） 無い・3名 夫婦と未婚の子供 7,000～10,000 賃貸





2名(女5歳・男3歳） 無い・2名 夫婦と未婚の子供 1,000～3,000 賃貸
9 M9 女 65 祖母 2名（女5歳・女2歳）





1名(女5歳) 有り・2名 夫婦と未婚の子供 1億以上 自分の持家





2名(女7歳・男4歳） 無い・2名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 賃貸





2名(男7歳・女4歳） 無い・2名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 自分の持家







無い・3名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 自分の持家
14 M14 女 35
専業主婦
会社員
2年制大学 1名(女4歳) 無い・2名 夫婦と未婚の子供 5,000～7,000 賃貸







無い・4名→2名 夫婦と未婚の子供 5,000～7,000 賃貸





1名(男３歳） 有り・3名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 賃貸





1名(女5歳) 有り・2名 夫婦と未婚の子供 5,000～7,000 賃貸
18 M18 女 40
専業主婦
会社員
高校卒業 2名(男8歳・女6歳） 無い・2名 夫婦と未婚の子供 5,000～7,000 自分の持家





2名(男7歳・男5歳) 無い・2名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 市営住宅
20 M20 男 65 祖父 　 2名(男4歳・女2歳） 　 　 　 　





1名（女１歳） 有り・2～3名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 賃貸
22 SB2 女 34
専業主婦
［公務員］









1名(女3歳） 無い・1名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000
父母所有の
住宅
24 SB4 女 40代前半
専業主婦
[会社員]
2年制大学 １名(男2歳) 有り・2名 夫婦と未婚の子供 3,000～5,000 賃貸





1名(男4歳） 有り・2名 3，4世代同居 5,000～7,000
父母所有の
自宅で同居






無い・3名 3，4世代同居 1,000～3,000 賃貸






1名（男1歳） 有り・2名 夫婦と未婚の子供 1,000～3,000
父母所有の
住宅





1名(男3歳) 有り・2名 夫婦と未婚の子供 7,000～10,000 賃貸
29 SB9 女 35
専業主婦
会社員
2年制大学 2名(女5歳・男3) 無い・2名 夫婦と未婚の子供 5,000～7,000 賃貸
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